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○
国
土
交
通
省
告
示
第
三
百
二
十
号 

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
大
蔵
省
令
第
十
五
号
）
第
二
十
三
条
の
五
の
二
第
五
項
第
一
号
及
び

第
六
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
二
十
四
年
国
土
交
通
省
告
示
第
三
百
九
十
号
の
全
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

令
和
六
年
三
月
三
十
日 

国
土
交
通
大
臣　

斉
藤　

鉄
夫　

 

１　

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
五
の
二
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と

協
議
し
て
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
書
類
と
す
る
。 

一　

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
特
定
受
贈
者
（
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特
定
受
贈
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
新
築
を
し
た

住
宅
用
の
家
屋
又
は
取
得
を
し
た
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
住
宅
用
の
家
屋
が
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令

（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
四
十
三
号
）
第
四
十
条
の
四
の
二
第
八
項
に
規
定
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化

に
著
し
く
資
す
る
住
宅
用
の
家
屋
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も

の
で
あ
る
旨
を
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
七
十
七
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る

指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
五
条

第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
又
は
特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
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（
平
成
十
九
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険
法
人
が
別
表
の
書

式
に
よ
り
証
す
る
書
類 

二　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
新
築
を
し
た
住

宅
用
の
家
屋
又
は
取
得
を
し
た
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
住
宅
用
の
家
屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
住
宅
の

品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
建
設
住
宅
性
能
評
価
書
（
以
下
「
建
設
住
宅
性

能
評
価
書
」
と
い
う
。
）
の
写
し
（
日
本
住
宅
性
能
表
示
基
準
（
平
成
十
三
年
国
土
交
通
省
告
示
第
千
三
百
四
十

六
号
）
別
表
１
の
５
―
１
断
熱
等
性
能
等
級
に
係
る
評
価
が
等
級
５
以
上
及
び
同
表
の
５
―
２
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
等
級
に
係
る
評
価
が
等
級
６
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
） 

三　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
新
築
を
し
た
住

宅
用
の
家
屋
又
は
取
得
を
し
た
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
住
宅
用
の
家
屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
租
税
特

別
措
置
法
施
行
規
則
第
十
八
条
の
二
十
一
第
十
三
項
第
一
号
及
び
第
二
号
（
当
該
住
宅
用
の
家
屋
が
長
期
優
良
住

宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第
八
十
七
号
）
第
十
条
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
住
宅
に
該
当

す
る
住
宅
用
の
家
屋
で
あ
る
場
合
に
は
同
項
第
一
号
）
、
第
十
四
項
第
一
号
及
び
第
二
号
又
は
第
十
六
項
に
規
定

す
る
書
類 

２　

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
五
の
二
第
六
項
第
一
号
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と

協
議
し
て
定
め
る
書
類
は
、
租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
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贈
者
が
新
築
若
し
く
は
取
得
を
し
た
住
宅
用
の
家
屋
又
は
増
改
築
等
（
同
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
増
改
築
等

を
い
う
。
第
三
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
し
た
住
宅
用
の
家
屋
が
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
十
条
の
四
の
二
第

九
項
に
規
定
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
に
資
す
る
住
宅
用
の
家
屋
、
大
規
模
な
地
震
に
対
す
る
安
全
性
を

有
す
る
住
宅
用
の
家
屋
又
は
高
齢
者
等
が
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
の
に
特
に
必
要
な
構
造
及
び
設
備
の
基
準
に

適
合
す
る
住
宅
用
の
家
屋
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る

旨
を
建
築
基
準
法
第
七
十
七
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等

に
関
す
る
法
律
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
又
は
特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確

保
等
に
関
す
る
法
律
第
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険
法
人
が
別
表
の
書
式
に
よ
り
証
す
る

書
類
（
特
定
受
贈
者
が
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
住
宅
用
の
家
屋
の
取
得
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該

家
屋
の
取
得
の
日
前
二
年
以
内
又
は
取
得
の
日
以
降
に
当
該
証
明
の
た
め
の
家
屋
の
調
査
が
終
了
し
た
も
の
に
限
る

。
）
又
は
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
住
宅
用
の
家
屋

の
新
築
を
し
、
又
は
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
住
宅
用
の
家
屋
の
取
得
を
す
る
場
合　

当
該
住
宅
用
の
家

屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
建
設
住
宅
性
能
評
価
書
の
写
し
（
日
本
住
宅
性
能
表
示
基
準
別
表
１
の
１
―
１
耐
震
等

級
（
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
）
に
係
る
評
価
が
等
級
２
以
上
、
若
し
く
は
同
表
の
１
―
３
そ
の
他
（
地
震
に
対

く

す
る
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
及
び
損
傷
防
止
）
に
係
る
評
価
が
免
震
建
築
物
又
は
同
表
の
９
―
１
高
齢
者
等
配

く
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慮
対
策
等
級
（
専
用
部
分
）
に
係
る
評
価
が
等
級
３
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
） 

二　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
建
築
後
使
用
さ

れ
た
こ
と
の
あ
る
住
宅
用
の
家
屋
の
取
得
を
す
る
場
合　

次
に
掲
げ
る
い
ず
れ
か
の
書
類 

イ　

当
該
住
宅
用
の
家
屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
建
設
住
宅
性
能
評
価
書
の
写
し
（
当
該
家
屋
の
取
得
の
日
前
二

年
以
内
又
は
取
得
の
日
以
降
に
評
価
さ
れ
た
も
の
で
、
日
本
住
宅
性
能
表
示
基
準
別
表
２
―
１
の
５
―
１
断
熱

等
性
能
等
級
に
係
る
評
価
が
等
級
４
以
上
、
若
し
く
は
同
表
の
５
―
２
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
に
係
る

評
価
が
等
級
４
以
上
、
同
表
の
１
―
１
耐
震
等
級
（
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
）
に
係
る
評
価
が
等
級
２
以
上

く

、
若
し
く
は
同
表
の
１
―
３
そ
の
他
（
地
震
に
対
す
る
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
及
び
損
傷
防
止
）
に
係
る
評

く

価
が
免
震
建
築
物
又
は
同
表
の
９
―
１
高
齢
者
等
配
慮
対
策
等
級
（
専
用
部
分
）
に
係
る
評
価
が
等
級
３
以
上

で
あ
る
も
の
に
限
る
。
） 

ロ　

当
該
住
宅
用
の
家
屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
十
八
条
の
二
十
一
第
十
三
項
第

一
号
及
び
第
二
号
（
当
該
住
宅
用
の
家
屋
が
長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
法
律
第
十
条
第
二
号
ロ

に
掲
げ
る
住
宅
に
該
当
す
る
住
宅
用
の
家
屋
で
あ
る
場
合
に
は
同
項
第
一
号
）
、
第
十
四
項
第
一
号
及
び
第
二

号
、
第
十
六
項
又
は
第
十
七
項
に
規
定
す
る
書
類 

三　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
住
宅
用
の
家
屋

に
つ
い
て
増
改
築
等
を
す
る
場
合　

当
該
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
に
つ
い
て
交
付
さ
れ
た
建
設
住
宅
性
能
評
価
書
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の
写
し
（
日
本
住
宅
性
能
表
示
基
準
別
表
２
―
１
の
５
―
１
断
熱
等
性
能
等
級
に
係
る
評
価
が
等
級
４
以
上
、
若

し
く
は
同
表
の
５
―
２
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
等
級
に
係
る
評
価
が
等
級
４
以
上
、
同
表
の
１
―
１
耐
震
等
級

（
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
）
に
係
る
評
価
が
等
級
２
以
上
、
若
し
く
は
同
表
の
１
―
３
そ
の
他
（
地
震
に
対
す

く

る
構
造
躯
体
の
倒
壊
等
防
止
及
び
損
傷
防
止
）
に
係
る
評
価
が
免
震
建
築
物
又
は
同
表
の
９
―
１
高
齢
者
等
配
慮

く

対
策
等
級
（
専
用
部
分
）
に
係
る
評
価
が
等
級
３
以
上
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
） 
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附　

則 
（
施
行
期
日
） 

１　

こ
の
告
示
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
経
過
措
置
） 

２　

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
六
年
法
律
第
八
号
）
附
則
第
五
十
四
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、

同
法
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
第
七
十
条
の
二

第
二
項
第
六
号
イ
⑴
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
住
宅
用
の
家
屋
と
み
な
し
て
同
条
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ

る
場
合
に
お
け
る
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
六
年
財
務
省
令
第
二
十
四
号
）
附

則
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
る
同
令
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
五
の
二

第
五
項
第
一
号
に
定
め
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。 

３　

租
税
特
別
措
置
法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
受
贈
者
が
、
住
宅
用
の
家
屋

の
新
築
を
し
、
若
し
く
は
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
住
宅
用
の
家
屋
の
取
得
を
す
る
場
合
（
大
規
模
な
地
震

に
対
す
る
安
全
性
を
有
す
る
住
宅
用
の
家
屋
又
は
高
齢
者
等
が
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
の
に
特
に
必
要
な
構
造

及
び
設
備
の
基
準
に
適
合
す
る
住
宅
用
の
家
屋
と
し
て
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と
協
議
し
て
定
め
る
基
準
に
適

合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
場
合
に
限
る
。
）
、
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ
と
の
あ
る
住
宅
用
の
家
屋
の
取
得

を
す
る
場
合
又
は
住
宅
用
の
家
屋
に
つ
い
て
同
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る
増
改
築
等
を
す
る
場
合
に
お
け
る
租
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税
特
別
措
置
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
五
の
二
第
六
項
第
一
号
に
規
定
す
る
国
土
交
通
大
臣
が
財
務
大
臣
と
協
議

し
て
定
め
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と

が
で
き
る
。
た
だ
し
、
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
七
十
七
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定

す
る
指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
五

条
第
一
項
に
規
定
す
る
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
又
は
特
定
住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
の
履
行
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
十
九
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
受
け
た
同
項
に
規
定
す
る
住
宅
瑕
疵

担
保
責
任
保
険
法
人
が
証
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
建
築
基
準
法
第
七
十
七
条
の
五
十
八
第
一
項
の
登
録
を
受
け
た
者

が
調
査
を
行
う
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
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別表 

 

住宅性能証明書 

証明申請者 
住 所  

氏 名  

家屋番号及び所在地  

住

宅

性

能 

住宅用の家屋の新築をし、又は

建築後使用されたことのない住

宅用の家屋の取得をする場合 

次のいずれかの基準に適合する住宅用の家屋 

１．評価方法基準第５の５の５－１（３）の等級５以上の基準（評価方法基

準第５の５の５－１（３）ハに規定する結露の発生を防止する対策に関

する基準を除く。）及び評価方法基準第５の５の５－２（３）の等級６

以上の基準に適合する住宅用の家屋 

２．評価方法基準第５の１の１－１（３）の等級２以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

３．評価方法基準第５の１の１－３（３）の免震建築物の基準に適合する住

宅用の家屋 

４．評価方法基準第５の９の９－１（３）の等級３以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

建築後使用されたことのある住

宅用の家屋の取得をする場合 

次のいずれかの基準に適合する住宅用の家屋 

１．評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級４以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

２．評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級４以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

３．評価方法基準第５の１の１－１（４）の等級２以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

４．評価方法基準第５の１の１－３（４）の免震建築物の基準に適合する住

宅用の家屋 

５．評価方法基準第５の９の９－１（４）の等級３以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

住宅用の家屋について増改築等

をする場合 

次のいずれかの基準に適合する増改築等をした後の住宅用の家屋 

１．評価方法基準第５の５の５－１（４）の等級４以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

２．評価方法基準第５の５の５－２（４）の等級４以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

３．評価方法基準第５の１の１－１（４）の等級２以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

４．評価方法基準第５の１の１－３（４）の免震建築物の基準に適合する住

宅用の家屋 

５．評価方法基準第５の９の９－１（４）の等級３以上の基準に適合する住

宅用の家屋 

 

上記の住宅用の家屋が租税特別措置法施行令第40条の４の２第８項に規定するエネルギーの使用の合理化に著

しく資する住宅用の家屋として国土交通大臣が財務大臣と協議して定める基準又は同条第９項に規定するエネ

ルギーの使用の合理化に資する住宅用の家屋、大規模な地震に対する安全性を有する住宅用の家屋若しくは高齢

者等が自立した日常生活を営むのに特に必要な構造及び設備を有する住宅用の家屋として国土交通大臣が財務

大臣と協議して定める基準に適合することを証明します。 



 

    年  月  日 

証明を行った指定確

認検査機関、登録住

宅性能評価機関又は

住宅瑕疵担保責任保

険法人 

名     称                                                        印 

住     所  

指定・登録年月日  

指定・登録番号（指定確認検

査機関又は登録住宅性能評価

機関の場合） 

 

指定をした者(指定確認検査

機関の場合) 

 

 

指定確認検査機関が

証明を行った場合の

調査を行った建築士

又は建築基準適合判

定資格者 

 

氏     名  

建築士

の場合 

 

一級建築士、二級

建築士又は木造建

築士の別 

 

 

 

登 録 番 号                

登録を受けた都道府県名(二級建築

士又は木造建築士の場合) 

 

 

建築基

準適合

判定資

格者の

場合 

一級建築基準適

合判定資格者又

は二級建築基準

適合判定資格者

の別 

 登 録 番 号                

登録を受けた地方整備局等名  

登録住宅性能評価機

関が証明を行った場

合の調査を行った建

築士又は建築基準適

合判定資格者 

氏     名  

建築士

の場合 

 

一級建築士、二級

建築士又は木造建

築士の別 

 

 

 

登 録 番 号                

登録を受けた都道府県名(二級建築

士又は木造建築士の場合) 

 

 

建築基

準適合

判定資

格者の

場合 

一級建築基準適

合判定資格者又

は二級建築基準

適合判定資格者

の別 

 登 録 番 号                

登録を受けた地方整備局等名  

住宅瑕疵担保責任保

険法人が証明を行っ

た場合の調査を行っ

た建築士又は建築基

準適合判定資格者 

氏     名  

建築士

の場合 

 

一級建築士、二級

建築士又は木造建

築士の別 

 

 

 

登 録 番 号                

登録を受けた都道府県名(二級建築

士又は木造建築士の場合) 

 

 

建築基

準適合

判定資

格者の

場合 

一級建築基準適

合判定資格者又

は二級建築基準

適合判定資格者

の別 

 登 録 番 号                

登録を受けた地方整備局等名  

                                                  （用紙 日本産業規格 Ａ４） 

備考 

  １ 「証明申請者」の「住所」及び「氏名」の欄には、この証明書の交付を受けようとする者の住所及び氏名を

この証明書を作成する日の現況により記載すること。 

 ２ 「家屋番号及び所在地」の欄には、当該家屋の登記簿に記載された家屋番号及び所在地を記載すること。 

 ３ 「住宅性能」の欄には、当該家屋が租税特別措置法施行令第 40条の４の２第８項又は第９項に定める基準で

あって当該欄に掲げる項目のいずれに適合するかに応じ相当する番号を○で囲むものとする。なお、住宅用の

家屋について増改築等をする場合の欄にあっては、当該住宅用の家屋に係る当該増改築等が完了した後の住宅

性能について判定する。 

  ４ 「証明を行った指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人」の欄には、当該

家屋が租税特別措置法施行令第 40 条の４の２第８項又は第９項に定める基準に適合するものであることにつ

き証明を行った指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人について、次により

記載すること。 

     (1) 「名称」及び「住所」の欄には、建築基準法第 77条の 18第１項の規定により指定を受けた名称及び住所



（指定を受けた後に同法第 77 の 21 第２項の規定により変更の届出を行った場合は、当該変更の届出を行

った名称及び住所）を、登録住宅性能評価機関が証明した場合には住宅の品質確保の促進等に関する法律

第７条第１項の規定により登録を受けた名称及び住所（登録を受けた後に同法第 10条第２項の規定により

変更の届出を行った場合は、当該変更の届出を行った名称及び住所）を、住宅瑕疵担保責任保険法人が証

明した場合には特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律第 17条第１項の規定により指定を受け

た名称及び住所（指定を受けた後に同法第 18条第２項の規定により変更の届出を行った場合は、当該変更

の届出を行った名称及び住所）を記載するものとする。 

(2) 「証明を行った指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人」の「指定・登

録年月日」、「指定・登録番号（指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関の場合）」及び「指定をした者

（指定確認検査機関の場合）」の欄には、指定確認検査機関が証明した場合には建築基準法第 77条の 18第

１項の規定により指定を受けた年月日及び指定番号並びに指定をした者を、登録住宅性能評価機関が証明

した場合には住宅の品質確保の促進等に関する法律第７条第１項の規定により登録を受けた年月日及び登

録番号を、住宅瑕疵担保責任保険法人が証明した場合には特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する

法律第 17条第１項の規定により指定を受けた年月日を記載するものとする。 

５ 「指定確認検査機関が証明を行った場合の調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者」の欄には、当

該家屋が租税特別措置法施行令第40条の４の２第８項又は第９項に定める基準に適合するものであることに

つき調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者について、次により記載すること。 
(1) 「氏名」の欄には、建築士である場合には建築士法第５条の２の規定により届出を行った氏名を、建築基
準適合判定資格者である場合には建築基準法第 77条の 58又は第 77条の 60の規定により登録を受けた氏
名を記載するものとする。 

(2) 「建築士の場合」の「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、調査を行った建築士の免
許の別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するものとする。なお、二級建築
士が調査することのできる家屋は、建築士法第３条に規定する建築物以外の建築物に該当するものとし、
木造建築士が証明することのできる家屋は、同法第３条及び第３条の２に規定する建築物以外の建築物に
該当するものとする。 

(3) 「建築士の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建築士の場合）」

の欄には、建築士法第５条の２の規定により届出を行った登録番号及び当該建築士が二級建築士又は木造

建築士である場合には、同法第５条第１項の規定により登録を受けた都道府県名を記載するものとする。 

(4) 「建築基準適合判定資格者の場合」の「一級建築基準適合判定資格者又は二級建築基準適合判定資格者の

別」の欄には、調査を行った建築基準適合判定資格者の登録の別に応じ、「一級建築基準適合判定資格者」

又は「二級建築基準適合判定資格者」と記載するものとする。ただし、調査を行った者が地域の自主性及

び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和５年法律第 58号）第

７条の規定による改正前の建築基準法（以下「旧建築基準法」という。）第 77条の 58第１項の登録を受け

ている者（建築基準適合判定資格者）である場合は、当該欄に「一級建築基準適合判定資格者」と記載す

るものとする。なお、二級建築基準適合判定資格者が調査することのできる家屋は、建築士法第３条に規

定する建築物以外の建築物に該当するものとする。 

(5)「建築基準適合判定資格者の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた地方整備局等名」の欄には、建築

基準法第 77条の 58又は第 77条の 60の規定により登録を受けた登録番号及び地方整備局等の名称を記載

するものとする。 
  ６ 「登録住宅性能評価機関が証明を行った場合の調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者」の欄には、

当該家屋が租税特別措置法施行令第 40 条の４の２第８項又は第９項に定める基準に適合するものであること
につき調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者について、次により記載すること。 
(1) 「氏名」の欄には、建築士である場合には建築士法第５条の２の規定により届出を行った氏名を、建築基
準適合判定資格者である場合には、建築基準法第 77条の 58又は第 77条の 60の規定により登録を受けた氏
名を記載するものとする。 

(2) 「建築士の場合」の「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、調査を行った建築士の免
許の別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するものとする。なお、二級建築
士が調査することのできる家屋は、建築士法第３条に規定する建築物以外の建築物に該当するものとし、木
造建築士が調査することのできる家屋は、同法第３条及び第３条の２に規定する建築物以外の建築物に該当
するものとする。 

(3) 「建築士の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建築士の場合）」

の欄には、建築士法第５条の２の規定により届出を行った登録番号及び当該建築士が二級建築士又は木造建

築士である場合には、同法第５条第１項の規定により登録を受けた都道府県名を記載するものとする。 

(4) 「建築基準適合判定資格者の場合」の「一級建築基準適合判定資格者又は二級建築基準適合判定資格者

の別」の欄には、調査を行った建築基準適合判定資格者の登録の別に応じ、「一級建築基準適合判定資格者」

又は「二級建築基準適合判定資格者」と記載するものとする。ただし、調査を行った者が旧建築基準法第

77条の 58第１項の登録を受けている者（建築基準適合判定資格者）である場合は、当該欄に「一級建築基



準適合判定資格者」と記載するものとする。なお、二級建築基準適合判定資格者が調査することのできる家

屋は、建築士法第３条に規定する建築物以外の建築物に該当するものとする。 

(5) 「建築基準適合判定資格者の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた地方整備局等名」の欄には、建築

基準法第77条の58又は第77条の60の規定により登録を受けた登録番号及び地方整備局等の名称を記載す

るものとする。 
７ 「住宅瑕疵担保責任保険法人の場合が証明を行った場合の調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格
者」の欄には、当該家屋が租税特別措置法施行令第 40 条の４の２第８項又は第９項に定める基準に適合する
ものであることにつき調査を行った建築士又は建築基準適合判定資格者について、次により記載すること。 

(1) 「氏名」の欄には、建築士である場合には建築士法第５条の２の規定により届出を行った氏名を、建築基

準適合判定資格者である場合には、建築基準法第 77条の 58又は第 77条の 60の規定により登録を受けた

氏名を記載するものとする。 

(2)  「建築士の場合」の「一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別」の欄には、調査を行った建築士の

免許の別に応じ、「一級建築士」、「二級建築士」又は「木造建築士」と記載するものとする。なお、二級

建築士が調査することのできる家屋は、建築士法第３条に規定する建築物以外の建築物に該当するものと

し、木造建築士が調査することのできる家屋は、同法第３条及び第３条の２に規定する建築物以外の建築

物に該当するものとする。 

(3)  「建築士の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた都道府県名（二級建築士又は木造建築士の場合）」

の欄には、建築士法第５条の２の規定により届出を行った登録番号及び当該建築士が二級建築士又は木造

建築士である場合には、同法第５条第１項の規定により登録を受けた都道府県名を記載するものとする。 

(4) 「建築基準適合判定資格者の場合」の「一級建築基準適合判定資格者又は二級建築基準適合判定資格者

の別」の欄には、調査を行った建築基準適合判定資格者の登録の別に応じ、「一級建築基準適合判定資格者」

又は「二級建築基準適合判定資格者」と記載するものとする。ただし、調査を行った者が旧建築基準法第

77条の 58第１項の登録を受けている者（建築基準適合判定資格者）である場合は、当該欄に「一級建築基

準適合判定資格者」と記載するものとする。なお、二級建築基準適合判定資格者が調査することのできる

家屋は、建築士法第３条に規定する建築物以外の建築物に該当するものとする。 

(5) 「建築基準適合判定資格者の場合」の「登録番号」及び「登録を受けた地方整備局等名」の欄には、建築

基準法第 77条の 58又は第 77条の 60の規定により登録を受けた登録番号及び地方整備局等の名称記載す

るものとする。 

 


